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〃 ．Charles　de　Freminvilleフ　　ラ　　ン　　ス フランス管理協会会長、国際ﾈ学的管理委員会会長
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〃 L．Jaukaux フ　　ラ　　ン　　ス 国際労働局総務部代表
〃 加　茂　正雄 日　　　　　本 東京帝国大学教授
〃 H．P．　Kenda11 ア　　メ　　リ　　カ ケソダル製粉会社社長
〃 Maurice　Lacoin フ　　ラ　　ン　　ス シトローエン株式会社常務取?
〃 Landauer ベ　　ル　　ギ　　ー 国際科学的管理委員会書記長
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日　付 議　　　長 論　文　著　者 名論文タイ　トル
10月30日
@（水）
@午前
F．Mauro　　　（伊）L．P．　Alford　　　　（米）Scientific　Industrial　Management
J．H．　Van　Derveter（米）Developments　and　Trends　in　Standardizedpuality　Production
10月31日
　（木）
　午前
L．M．　Gilbreth　（米）　F．　Mauro　　　The　Movement　for（伊）　　　Furope
Rationalization　in
L．Palma （伊）鵡諮a1轟。島鑑r1欝e窟、31，詣
　　　Work
11月1日
　（金）
　午前
F．Mauro（伊）　伍　堂　卓　雄 （・）器，塾鑑縢ξ謡ientif’cManage・
高　橋　孝太郎 （・喫鰭騰総縮馨翻費量の経過力’ら観
就業時間の経過に伴う酸素消費量の消長より
観たる適当な食時時刷の研究
??11 F．Mauro
J．W．　Roe
（伊）　高　峰
（米）
博
体力消耗量より観たる「リベット」作業手の
賃金配分率に就て　　　　　　　　　（※注）
（日）合込、”．d，：・，x一譲器ぎ’s錺。n雑ft唱謡茎，　t慧呈
　　　Inefficient　Personne1，　as　well　as　by　Traum・
　　　atic　Neurosis，　Neurasthenia　and　the　other
　　　Mental　Diseases
B．Petermann（独）瑠鰹灘細翻鑑盤錨゜聯
　　　chlogy
（出典）　日本工業倶楽部内万国工業会議事務所『万国工業会議報告』（昭和6年7月）61ページ。
　　　　LM．　Gilbreth，“A　Taylor　Society　Delegate’s　Report，”Yoiti　Ueno“The　Scientific
　　　　Management　Discussions”（Bulletin　of　The　Taylor　Society，　Vol．XV，　No．1），　pp．29－45．
　　　　“Proceedings　of　the　World　Engineering　Congress”，　Vol．XXXVIII（1931）より作成。
（注）　高橋孝太郎の「体力消耗量よる観たる『リベット』作業手の賃金配分率に就て」が提出さ
　　　　れたのが、11月1日（金）であるのか11月4日（月）であるのかについては確i定できなか
　　　　った。『万国工業会議報告』では、両日の提出論文数は、それぞれ3編とされている。
第皿表　産業合理化に関する地方（大阪、神戸）講演会
日　　付 講
?
テ　　　ー　　　マ
①大阪中央公会堂における講演会
（大阪府、大阪市、大阪商工会議
所、共催）
11月11日（月）F．Mauro
H．Emerson
（伊）　伊太利の立場と産業能率
（米）　近世産業発達の傾向と産業能率
11月13日（水）　M．W．　Alexander（米）　米国における産業調査組織
11月15日（金）J．W．　Roe　　　　（米）新産業革命論
L．M．　Gilbreth　　（米）　能率増進上に於ける熟練と満足? 1
②神戸県会議事堂における講演会
i工業会議神戸地方委員会主催）
11月16日（土）J．W，　Roe　　　（米）
k．M．　Gilbreth　　（米）
新産業革命論
¥率増進と労働熟練及満足
（出典）　『産業合理化に関する講演集』（大阪府、大阪市、大阪商工会議所、昭和4年10月）
　　　　『万国工業会議記念講演録』（神戸商工会議所、昭和4年12月）
課題となっていたのであり、そうした運動の担い手が参加した科学的管理部会においては、新しい機
械・技術の導入と失業の関係という技術的失業問題が議論のなかでの焦点となった。
この失業の問題は、部会初日にG，シュレジソガーによって口火が切られた。L．　P．アルフォード
（L．P．　Alford）のアメリカにおける科学的管理法の発展過程を要約した論文がJ．　W．ローエ（J．　W。
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?
Roe）によって代読されたのち、シュレジソガーは日本の問題にふれ、「日本の工場においては、かな
りの非能率がみられ、とくに不要な労働者が多い。もしこれらの工場に科学的管理法が適用されると
すれぽ、失業の発生は避けられない。」1）と述べた。しかし、部会にとって重要な課題となっていたこ
の問題についての立ち入った討論は、マウロの論文が提出される2日目の部会までまたれることとな
った。
　2日目の部会で、マウロは、ヨーロッパ各国における科学的管理運動の展開とその国際化の動きに
ついて概説した。そのなかで、マウロは、技術的失業の問題がヨーロッパ各国では深刻にうけとめら
れているが、イタリーではその対策にとりくみ、ある程度解決しつつあることを報告した。この問題
は、Lパルマ’iL．　Palma）2）の報告でも指摘され、この日の部会討論の主題となった。
　技術的失業問題に対する見方について、部会討論の通訳をした上野陽一は、のちに「アメリカの代
表者は、全体として楽観的であったが、ヨーロッパの代表者は悲観的な傾向があった。」3）と述べてい
る。上野陽一の指摘するように、この問題に対する見解は2つに分かれたのであった。
　シュレジソガーは、日本における技術的失業の不可避性を指摘するとともに、自国ドイツにおいて
も、単位時間当りの労働力の減少という能率の増大はみられたものの、失業者の絶対数が増加し深
刻な問題となっていることを説明した4）。また、マウロもそうした不可避性を認める見解を示してい
る5）。
　これに対し、エマーソン、ローエ、ギルブレスなどのアメリカ代表は、相対する見解を示してい
る。エマーソンは、「科学的管理法が、その帰結として失業を生み出すとすればそれは真の科学的管
理法ではない」6）という点を強調した。また、ローエは、「アメリカでは、科学的管理法は、過剰労働
者を他の職務や新しく設けられた部門へ配置転換することによって徐々に導入された」7）ため、技術
的失業の問題が深刻化するにいたらなかったことを説明した。そして、ギルブレスは、のちにアメリ
カの代表者は、「科学的管理法の目的が失業を増大させることではなくむしろ失業を回避することに
あるということを理解してもらう」8）ことを主眼としていた、と述べている。これらのことからも、
アメリカの代表からみると、科学的管理法の理念が国際的には十分に理解されていないという懸念が
あったとみてことができる。
　日本の参加者の主張は、これら2つの立場のそれぞれに分かれた。
　波多野貞夫は、「日本における技術的失業は過渡的なものではなく、永続的なものである。なぜな
らぽ、日本の産業は十分に発達しておらず、また国内市場と海外市場の双方とも限られているからで
ある。」9）と述べ、ヨーロッパの参加者と同様に「悲観論」的立場を示した。
　これに対し、荒木東一郎は、自動車の普及とともに人力車夫が自動車運転手へと職種を転換させた
例を紹介しながら、日本においても「科学的管理法の導入は、必ずしも失業の原因とはならない。」10）
と述べ、「楽観論」の立場をとった。
　第皿表に示した地方講演会においても、イタリア代表のマウロとアメリカの代表とでは、それぞれ
「悲観論」的主張と「楽観論」的主張に分かれることとなった。
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　こうした見解の相違は、ヨーロッパとアメリカのそれぞれの経験が異なっていることに由来するも
のであると考えられよう。
　アメリカにおいては、1910年から翌11年にかけての東部鉄道運賃事件を契機に、労働組合が科学的
管理をめぐる問題についての論争に加わることとなり、1910年代を通じて科学的管理法普及運動の担
い手であるエソジニアと労働組合との間で、科学的管理法の導入と失業の問題についての立ち入った
議論が交された。1920年代になると、運動の一方の担い手である政府およびエソジニアと他方の担い
手となってゆく労働組合による「協調的」運動が展開されることとなり、運動の成熟をみるにいた
る。このように、アメリカにおいては、早くも1910年代初頭から技術的失業問題についての議論がな
されており、1920年代になると、この問題の部分的解決が具体化する段階に達していたといえよう。
　一方、　ドイツやイタリアでは、運動の形成期は遅く1920年代になってからのことである。マウロ
は、初日の部会で、「ヨーロッパにおいて科学的管理法は製造業において生成し、いまや急速に銀行
や公共企業に浸透し流通部門・農業部門にまで拡大しつつある」11）と論じている。この説明からうか
がわれるように、ヨーロッパでは科学的管理法の導入は、アメリカに比べて遅れをとりながらも急速
な展開過程をたどった。また、こうした幅広い領域を対急とする普及運動の中核となったのは、ドイ
ツではRKW　1921年設立であり、イタリアではENIOS（1926年設立）であったが、これらはいず
れも政府による、いわぽ「上からの」産業合理化施策の実施機関であったとみることができる。その
ため、イタリアでは労働組合がこれらの中央機関に所属していたとはいえ、ドイツとイタリア両国
の労働組合はともに政府による産業合理化施策の策定に関与する立場にはなく、ましてやアメリカの
ように労働組合が対等の立場で運動の担い手となることもなかった。このように、運動の生成と展開
が急速であったことと労働組合の運動への影響力が弱かったこともあって、ドイツやイタリアでは、
技術的失業問題の回避について十分な議論を展開するにはいたらず、運動の主体である政府と中央実
施機関によってのみ、一方的な解決策の検討がすすめられていたにすぎなかった。
　このようなアメリカとヨーロッパのそれぞれにおける運動の生成と展開の違いが、技術的失業問題
についての「楽観論」と「非観論」という見解の相違を生み出すこととなったといえよう。
　こうした見解の相違はあったにせよ、万国工業会議が開かれた1929年においても、この技術的失業
問題が、国際的な課題となっていたことが確認される。
　（3）、標準化の問題
　構準化の問題も、技術的失業問題と同様に部会討論における1つの課題となり、部会初日から参加
者によるそれぞれの見解が示された。
　まず、アルフォードの論文が代読されたのちに、ギルブレス女史は、標準的作業の重要性を指摘し
た12）。ついでV．ダーヴェソター（V．Derventer）による、アメリカにおける標準化生産（Stand・
ardized　Quality　Production）の生成と展開について概説した論文が桐渕勘蔵によって代読された。
この論文に対して、上野陽一は、「『標準化された製品の大量生産』という言葉とr標準化された作業
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での大量生産』という言葉を明確に識別する必要がある」ことを指摘し、「製品が標準化されていな
い場合においても、製品をつくるのに必要な作業は標準化される」ことを強調した13）。ダーヴェソタ
ーの論文は、部品と製品の標準化に限定して論じられたものであるが、ギルブレス女史と上野陽一
は、工場のレイアウトと作業の流れの改善および時問測定にもとつく作業標準化の重要性を指摘した
のであった。
　部会2日目にマウロによる報告があったのち、シュレジソガーは、ドイツの標準化実績に比べて
「日本では標準化の欠如が顕著である」点を指摘し、「日本政府が問題解決のために積極的役割を担
う」ことを期待する見解を示した14）。さらに、部会3日目には、伍堂卓雄による呉海軍工廠の事例が
紹介された。報告のなかで、伍堂卓雄は、1919（大正8）年のリミット・ゲージ・システムの採用に
よる互換性部品の製造と、それにともなう生産管理手法および生産組織の改善について、図表を用い
て詳しく解説した。ギルブレス女史は伍堂卓雄の報告について、のちに「日本のエソジニアがもって
いる科学的管理法の諸原則についての知識、かれらによるその適用法を示す明快な資料となるもので
あった」15）と述べている。
　すでに述べたように、国際的管理運動の生成のなかで、工業品規格の国際的統一をはかろうとする
動きが最初にみられた。この時期には、ISAも設置され、国際規格制定の実施段階に入っていた。
そのため、標準化・規格統一の問題は、この時期において、より重要な課題として国際的に認識され
るにいたったとみられる。こうした背景があったため科学的管理部会においても、標準化の概念や事
例について参加者による活発な討論がなされたとみることができる。
　（4）、医学的・心理学的アプローチ
　部会3日目からは、医学博士や心理学者による研究が報告された。
　まず高橋孝太郎による研究が報告された。高橋孝太郎は、これまで農商務（商工）省嘱託医とし
て、第N表に示すような労働能率に関する医学的研究の成果を蓄積していた。部会で報告したr酸素
消費量と食事時刻』は当時の研究をまとめたものである。
　報告のなかで、高橋孝太郎は、「同一動作に消費する酸素消費量は作業時間の経過にともなって漸
次減少する。この際、慣習的食事を廃すると酸素消費量は増大する。」という研究成果を明らかにし、
「科学的管理の上から見て作業による酸素消費量の消長は誠に看過し得ない一事実と思ふ。」と述べ
ている16）。また、rリベット作業手の賃金配分率』についての報告では、　リベット作業にたずさわる
焼方手、押方手、打方手それぞれの酸素消費量の差からみた作業量の違いを明らかにし、それに相応
する賃金配分率が考究されなけれぽならない点を指摘している17）。
　高橋孝太郎の報告ののち、食事の質や作業者の仕事に対する興味と食事時刻の関係について中山太
一より質問があり、高橋孝太郎はこれまでの研究にもとつく見解を明らかにしている18）。また、桐渕
勘蔵は、頭脳労働における酸素消費量の測定法について尋ねたが、高橋孝太郎は、研究の趣旨がそう
した問題の解明にあるのではないと答えている19）。
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第IV表　高橋孝太郎氏によて労働能率に関する研究
研　　　　究　　　　テ　　　　ー　　　マ
『工業調査彙報』
巻　1号 発表年月
労働能率の研究業績鞭　　　　　　　　1・　・　大正14年・月
同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（承前）　　3　　　　2　　　大正14年12月
同　　　　　　　　　　（三）　・1・　大正・5年・月
同　　　　　　　　　　（四）・［・　大正15年・月
「エネルギー」代謝試験に依る労働能率の研究第1回報告（其一）　　4　　　　1　　　大正15年5月
同　　　　　　　　　（其二）　4　21大正・5年・月
同　第2回報告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4　　　　4 大正15年11月
同第・回賠　　　　　　　　　i・　・ 昭和2年5月
ダグ・頑法による労働能率研究灘解　　　　（上）・1・ 昭和2年10月
同　　　　　　　　　’（下）1・1・ 昭和2年12月
能率的に勤労老の食事時刻を定むる空腹の研究 ・1・1昭和・年・月
動作開始直後より観察したる動作時に於ける酸素消費量の経過を
qべて動作時に於ける呼気採集の時期に及ぶ　　（第1回報告書 ・！・　昭和・年・月
黎騰繋郵講と懲藤消費量の経過を述べ働㈱こ　・1・1昭和・年・・月
黎鰐鶴㍊講と懲酸素瀕量の経過を嘔瑠鰭割・1・1昭和・年12月
（出典）　農商務省・商工省編『工業調査彙報』第3巻第1号～第6巻第3号
　2日間の見学旅行ののちの部会最終日には高峰博による神経性疾患の診断法についての研究と、
B．ペーターマン（B．Petermann）による産業心理学の研究動向に関する論文が報告された。
　高峰博は、精神的能力（mental　capacity）という問題について、実験結果をまとめた統計表をも
ちいて詳しく解説した20）。
　また、ペーターマソは、科学的管理法は心理学研究と関わりをもってきたのであるが、いまや人間
の活動が全体として考慮されるゲシュタルト心理学の観点から科学的管理研究がすすめられなけれぽ
ならない、という点を強調した21）。
　このように、科学的管理部会において、医学的・心理学的研究が提出論文の半数をしめるほど報告
されたことは、1920年代末になって、こうしたアプローチからの科学的管理研究が、国際的にいっそ
う重視されるにいたったことを示しているといえよう。ギルブレス女史は、この点に関して、「手法
の面で斬新であったものは、そのほとんどが、エソジニアによる報告されたものよりも医学博士や心
理学博士によって報告されたもののなかにあった。」22）と述べている。
　以上のように、科学的管理部会における議論は、1920年代における科学的管理問題についての国際
的動向をよりいっそう明確にすることとなった。すなわち、1920年代末になると、国際的な会議の場
では、科学的管理法のより広い領域への適用について、すでに国際的運動の生成期から重視される傾
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向にあった技術的失業問題および標準化、規格統一といった問題を中心に、新しいアプローチによる
研究成果をとりいれながら議論されることとなったのである。
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おわりに
　本稿における以上のような考察・検討から明らかになったことを、おわりに付記しておこう。
　まず、科学的管理運動の国際化は、1920年代初頭における工業規格の国際的統一をはかる動きには
じまり、20年代を通じて、アメリカにおける経験に学びながらその運動の性格を反映するという方向
で、漸次進展していったことである。
　第2に、国際化の進展するなかで、科学的管理法の導入による失業の問題と標準化・規格統一の問
題がとくに重視され、また、医学的・心理学的見地からの労働科学研究も科学的管理に関する重要な
アプロー・一チとして国際的に認められるにいたったことである。
　第3に、1929年に開かれた東京万国工業会議科学的管理部会における討論は、1920年代における国
際的管理運動の動向を反映し、そしてまた科学的管理問題に対する国際的認識をいっそう明確にする
ものであったということである。
　1930年代になると科学的管理運動の国際化は、さらに進展することとなる。その時期の国際的運動
の性格と科学的管理問題についての国際的認識の検討は、別稿にゆずることとしたい。
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